
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホームページをご覧ください 日本共産党豊田市議団 

②
豊
田
市
駅
東
口
バ
ス
タ
ー
ミ
ナ

ル
廃
止
と
公
共
交
通
の
利
便
性
に

つ
い
て
。 

③
高
齢
者
の
バ
ス
乗
車
助
成 

     

保
健
所
は
、
地
域
の
感
染
対
策 

の
拠
点
で
あ
り
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
拡
大
か
ら
、
市
民
の

命
と
健
康
を
守
る
上
で
、
保
健
所

職
員
、
公
衆
衛
生
体
制
の
抜
本
的

強
化
が
必
要
で
す
。 

 

検
査
の
状
況
、
保
健
所
体
制
の

強
化
の
考
え
を
お
聞
き
し
ま
す
。 

 

（
１
）
新
型
コ
ロ
ナ
感
染
症
の

状
況
と
対
策 

 

①
感
染
者
の
状
況 

②
自
宅
療
養
の
感
染
者
へ
の
健
康

観
察 

③
宿
泊
療
養
施
設
の
開
設
の
考
え 

④
検
査
の
状
況 

 

（
２
）
公
衆
衛
生
の
基
盤
と 

し
て
の
保
健
所
の
体
制
強
化 

 

①
保
健
所
の
職
員
の
増
員 

②
公
衆
衛
生
の
基
盤
と
し
て
の
保

健
所
の
体
制
強
化
の
考
え 

豊
田
市
議
会
３
月
定
例
会
が
２
月
１
８
日
に
開
会
。
会
期
は
、
３
月
１
７
日

ま
で
の
２
８
日
間
で
す
。
日
本
共
産
党
の
根
本
み
は
る
市
議
は
一
般
質
問
で
市

民
の
声
を
も
と
に
市
政
に
提
起
し
ま
す
。
質
問
の
概
要
を
お
伝
え
し
ま
す
。 

（
２
月
１
６
日
現
在
） 

 
 

（
傍
聴
は
自
粛
を
お
願
い
し
て
い
ま
す
。
ひ
ま
わ

り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
市
議
会
中
継
、
ラ
ジ
オ
な
ど
で
視
聴
で
き
ま
す
。
） 

根

本

み

は

る

市

議 

証
結
果
と
、
市
民
へ
の
情
報
公
開

の
考
え 

 

②
市
民
意
識
調
査
結
果
の
ま
ち
づ

く
り
へ
の
反
映 

 

（
２
）
都
心
環
境
計
画
の
見
直 

し
と
豊
田
市
駅
東
口
駅
前
広 

場 ①
外
部
委
員
な
ど
で
構
成
す
る
検

討
会
議
の
都
心
環
境
計
画
に
係

る
主
な
内
容 

②
豊
田
市
駅
東
口
駅
前
広
場
の
整

備
目
的
、
事
業
費 

③
都
心
環
境
計
画
の
見
直
し
、
豊
田 

市
駅
東
口
駅
前
広
場
整
備
の
方 

向
性 

 

（
３
）
駅
東
口
バ
ス
タ
ー
ミ
ナ

ル
廃
止
の
影
響
と
利
便
性
向

上 ①
交
通
規
制
及
び
バ
ス
乗
降
場
所

の
移
設
（
実
証
実
験
）
で
の
意
見
と

検
証 

(

１)
 

豊
田
市
駅
周
辺
再
開
発

事
業
の
検
証
結
果 

①
駅
西
口
市
街
地
再
開
発
事
業
か 

らK
i
T
A
R
A

ビ
ル
整
備
後
ま
で
の
検

 

 

こ
れ
ま
で
の
豊
田
市
駅
周
辺
再

開
発
事
業
の
検
証
結
果
を
市
民
に

公
開
し
、
そ
の
上
で
、
豊
田
市
駅
東

口
バ
ス
タ
ー
ミ
ナ
ル
の
廃
止
計
画

は
見
直
し
、
公
共
交
通
の
利
便
性
向

上
の
施
策
を
提
言
し
ま
す
。 

 

 

 

（
時
間
が
前
後
す
る
こ
と
も
あ
り
ま
す
） 



共産党が「廃止法案」を提出１円も
受けとって

ない

2022年 2月号外
発行●日本共産党中央委員会 
〒１５１-８５８６ 東京都渋谷区千駄ヶ谷４-２６-７　TEL ０３-３４０３-６１１１　ＦＡＸ ０３-５４７４-８３５８  日刊●月3,497円　日曜版●月930円

　19年参院選（広島選挙区）で、河井克行・案里夫妻がひき
おこした選挙買収事件。自民党本部から1億5000万円もの資
金が提供され、そのうち1億2000万円が政党助成金でした。
　国会に議席があるというだけで、毎年毎年、自動的に税金
を受けとれる制度が、政治を堕落させています。もうキッパリ廃
止すべきです。

政党堕落の温床
河井夫妻事件で買収原資に

民主主義こわす制度
　国民一人あたり２５０円の税金が、日本共産党をのぞく各党にふりわけられる─支持し
てない政党への寄付強要と同じです。日本共産党は、「思想・信条の自由」「政党支持の自
由」をおかす憲法違反の制度として受け取りを拒否しています。

支持しない党への寄付強要

政党本来のあり方にたちかえる議論を
　「文通費」は年８５億円。年3１５億円の政党助成金こそ本丸です。本来、
政党はみずからの努力で、国民の浄財を集めて、資金をつくるべき─日本
共産党は実践しています。すべての政党・会派が、27年間を検証し、廃止に
同意することを呼びかけます。

「文通費」改革だけでなく

政党助成金
年約320億円×27年

持続化給付金も家賃支援給付金も1回で打ちきるなど、コロナ支援は
トコトン出し渋る自公政権。党資金の 7～ 8 割を税金頼みにしているこ
とが、国民の苦しみを見えなくさせています。

参院に廃止法案を提出する井上
哲士（中央）、山添拓（右）両参院
議員＝４日、国会内

記者会見する田村智子政策
委員長・参院議員＝４日


